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論　　説

　抄　録　2018年６月15日，経済産業省によって「AI・データの利用に関する契約ガイドライン１）」
が策定された。この「AI・データの利用に関する契約ガイドライン」の「AI編」（以下AIガイドライ
ンという）においては「データを保有しているユーザがAI開発技術を有しているAIベンダに対して，
保有データを利用したAIの開発を委託する」という典型的な開発パターンにおける，契約締結交渉ポ
イントや具体的な契約条項について紹介をしている。本稿においては，AIガイドラインをもとに，通
常のシステム開発とAIソフトウェア開発の違いや，それに伴う契約条項の留意点を解説する。また，
解説に加えて，通常のシステム開発では可能であったベンダによる性能保証やベンダの損害賠償責任
の定め等について，AI開発契約においては契約実務上どのような対応が可能なのかについても提案・
紹介する２）。

柿 沼 太 一＊
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1 ．	はじめに

筆者は近時AI開発をベンダに発注しようと
するユーザや，ユーザからデータの提供を受け
てAI開発を受託しようとするAIベンダ双方の
立場からご相談を頂くが，相談内容は多岐にわ
たる。
たとえば以下のようなご相談である。

・ ユーザから学習済みモデルを用いた出力の精
度について一定の保証をするようにと強く要
請された場合，AIベンダはどのように対応
すべきか
・ AIベンダに学習済みモデルの開発を発注す
るに際して，AIベンダから性能保証ができ
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AIビジネスの最前線からお送りする
「AI・データの利用に関する契約ガイドライン（AI編）」
の概説

　4．4  AIソフトウェアの利用によりユーザが第
三者の知的財産権を侵害した場合の責任

5． おわりに
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ないと言われたが，性能保証ができないのに
高額な開発費用を支払うという点に不安があ
るがどのようにリスクヘッジしたらよいか
・ 開発成果（学習用データセットや学習済みモ
デルなど）に関する権利や知的財産権に関し
てどのようなポイントに着目して交渉し，ど
のような契約条項に落とし込んだらよいのか
・ ユーザの提供データを用いてベンダが開発し
たAIを組み込んだシステムが誤作動をして
ユーザや第三者に損害を与えた場合，誰が責
任を負うのか
・ AIの誤作動に備えて，AI開発契約において
はどのような定めをすべきか
また，相談を受けるAI利用分野も様々であ
り，医療画像上の病変を自動的に検出する医療
画像AI，疾病推測AI，自動運転車用AI，工場
内で半製品・完成品を判定するAIなどがある。
これらAI開発契約に関する相談を分類する

と，ほぼ以下の３つの領域のどこかに当てはまる。
・性能保証，検収，瑕疵担保
AI開発契約において「性能保証」「検収」「瑕
疵担保」についてはどのように定めればいいの
か
・権利・知財
生成された学習用データセット，学習済みモ
デル，学習済みパラメータは誰がどのような権
利を持っているのか
・責任
AI開発・利用に際して生じる可能性のある
損害についてAI開発契約ではどのように定め
たらよいか
そして，これら現場の悩みは一言で言うと
AIソフトウェア開発と通常のルールベースの
ソフトウェア開発との相違に由来するため，本
稿ではまずその点について解説した後に，「性
能保証，検収，瑕疵担保」「権利・知財」「責任」
の順序で解説する。
なお，「AI」という用語の意味は多義的であ

るが，AIガイドラインでは「AI技術」のこと
を「『機械学習』，またはそれに関連する一連の
ソフトウェア技術のいずれか」という意味で使
っているため，本記事では「AI」という用語
を「（統計的）機械学習」という意味で使って
いる。
また，本記事中の各用語の定義は，特別の断
りがない限り，AIガイドラインでの各用語の
定義に従っている。

2 ．	�性能保証，検収，瑕疵担保，につ
いて

2．1　�通常のシステム開発とAIソフトウェ
ア開発の違い

AI技術を用いない通常のシステム開発契約に
おいては，成果物の性能についてベンダが一定
の性能を保証したり，成果物について一定の検
収基準に従った検収をユーザが行って合否の判
定を行ったり，成果物について瑕疵が存在した
場合の瑕疵担保責任を定めるのが通常である。
そのため，AIソフトウェアの開発契約にお

いても，ユーザはベンダに対して一定の性能保
証，検収規定や瑕疵担保条項を盛り込むように
要求するケースが多く見られる。
しかしAIソフトウェアの場合は，その技術

的特性から以下の特徴を有しているため，ベン
ダがユーザの性能保証などの要求に応じられ
ず，ベンダとユーザの歩み寄りが不可能となっ
てしまうケースがある。
・ 訓練データに統計的バイアスが含まれること
が避けられないため，未知のデータに対する
性能保証は原理的に困難
・ 何か不具合が生じた場合でも，その原因（デ
ータの品質，ハイパーパラメータ設定，ソー
スコードのバグ等）が複数存在し，問題の切
り分けが困難
・ 成果物の検収に際して学習に利用しない独立
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したデータセットが必要であり，かつ当然の
ことだが未知データでのテストが不可能
AIソフトウェア開発において「性能保証」，

「検収」，「瑕疵担保」に関する双方の意見が対
立する原因は，通常のシステム開発が「演繹的」
な開発手法であるのに対して，AIソフトウェ
ア開発が「帰納的」である点があげられる。
「演繹」とは，一般的な前提やルールから結
論を得る考え方であり「Ａ＝Ｂ」「Ｂ＝Ｃ」「よ
ってＡ＝Ｃ」という三段論法はその典型例とさ
れている。
一方「帰納」とは，複数の個別事例や経験則
などの前提を集めて，そこから普遍的な法則を
見いだす考え方である。
通常のシステム開発は，まず仕様を確定した
うえで，その仕様を実現するためにはこうする
必要がある，ということを積み重ねてシステム
を開発するという演繹的な開発手法をとる。
一方，AIソフトウェア開発は，開発目的と
の関係で意味のあると思われる大量のデータを
集めてきて，それを用いて学習をさせ，当該デ
ータに共通する法則・特徴を見つけ出すという
帰納的な開発手法をとる。
帰納的な開発手法により開発されたAIソフ
トウェアは，理屈を積み上げて開発したわけで
はないため，学習に使っていないデータを入力
した場合，どのような挙動をするかが予測困難
であり，「未知のデータでの性能保証が困難」，
「なにをもって『瑕疵』というかはっきりしない」
ということになる。

2．2　�「通常のシステム開発とAIソフトウェ
ア開発の違い」を乗り越える３つの
ポイント

このような，「通常のシステム開発とAIソフ
トウェア開発の違い」をAI開発契約締結に際
して乗り越えるためには，筆者は（1）AI開発
の特性をユーザとベンダが理解すること，（2）

開発プロセスおよび契約の分割，（3）契約内容
の工夫，の３点が重要であると考えている。

（1）�AI開発の特性をユーザとベンダが理解す
ること

通常のシステム開発とAIソフトウェア開発
においては，前述のように開発手法の発想が異
なるが，その点についてユーザ・ベンダが共通
認識を持つことが非常に重要である。
AIガイドラインも，この点を強く意識して

作られた。このガイドラインが，かなりの分量
を割いてAI技術について記述している（「第２　
AI技術の解説」）のはそのためである。
ユーザとベンダの契約交渉が煮詰まる前に，

法務・知財部門の方々はAIガイドラインを参
考として，AIソフトウェア開発の特性を理解
いただければ幸いである。

（2）開発プロセスおよび契約の分割
次に重要なのが「開発プロセスおよび契約の

分割」である。
AIソフトウェア開発の特徴を非常に乱暴に

言ってしまうと「どのようなものができあがる
か事前に予測することがユーザ・ベンダ双方に
とって困難であること」，要するに「開発を進
めてみないと，うまくいくかどうかわからない」
という点にある。
この「うまくいくかどうかわからない」とい

うのは「ベンダはわかっているがユーザはわか
らない」という情報の非対称性の話ではなく，
「AIソフトウェアの原理上ベンダもユーザもわ
からない」ということを意味している。このよ
うな特徴はユーザ・ベンダ双方にとって大きな
リスクとなる。
このリスクをコントロールするための一つの

方法として，AIガイドラインで提唱している
のが開発プロセスおよび契約を分割する「探索
的段階型」の開発手法である。
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具体的には，AIソフトウェアの開発を，①
アセスメント段階，②PoC段階３），③開発段階，
④追加学習段階の４段階に分けた開発手法であ
る。

各段階の目的・成果物・契約内容の概要は以
下の表１のとおりである。

もちろん，「４つ」という数字に意味がある
訳ではなく，「うまくいくかどうかわからない
から少しつずつ進め，うまくいきそうなら次の
ステップに行き，無理そうなら中止する。それ
によってユーザ・ベンダ双方のリスクをコント
ロールする」という点が本質である。
そのため，開発規模によっては，アセスメン

ト段階とPoC段階が一体となることもあるし，
PoC段階を更に複数に分割することもある。
なお，このようにPoC段階と開発段階で契約

を分けるとベンダにとっては，「PoC段階で結
果が出たにもかかわらず開発段階に移行しな
い」，あるいは「PoC段階で納品した学習済み
モデルについて開発段階に移行しないにもかか
わらずユーザによって異なるベンダに横展開さ

れる」というリスクが生じる。
前者については，一般的にPoC段階はベンダ

にとって大きな手間がかかり，開発段階に移行
することで初めて投下コストを回収できるとい
う面があるため，ベンダとしては切実な問題で
ある。PoC段階と開発段階とで契約を分割する
以上，法的な拘束力を持つ移行義務をユーザに
課すことは困難だが，契約上移行に向けての協
議義務を課すことが考えられる。
後者については言うまでもなくベンダにとっ

て非常に大きなリスクである。PoC段階で学習
済みモデルを提供するのであれば，あくまでモ
デルの検証目的の提供であること，PoC段階の
みで契約が終了した場合にはモデルの廃棄・返
還義務を契約上明記しておく必要がある。

（3）契約内容の工夫
通常のシステム開発とAIソフトウェア開発

における契約内容を対比すると以下の表２のよ
うになる。

筆者はセミナーなどでこの表２を使って説明
することが多いが，そこで一番聞かれる質問は
「現場にAIソフトウェアを投入し，未知のデー
タが入力された場合に性能保証ができないのは

図１　開発プロセスの分割事例

表１　各段階の目的・成果物・契約内容の概要

表２　�通常のシステム開発とAIソフトウェア開発
契約の対比
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理屈としてはわかった。しかし委託料を支払っ
て開発したAIソフトウェアについて一切性能
保証がない，というのはやはりユーザとしては
納得し難い。契約上の工夫でなんとかできない
か」というものである。
この点について実際に提案している方法は

「学習に利用しない一定の既知の評価用データ
を利用した性能保証を行う方法」と「準委任契
約における成果完成型を選択する方法」である。
前者については，未知データ入力の場合の保
証は難しいとしても，既知の評価用データ入力
の場合の保証は技術的には可能なため，選択肢
の１つとすることが可能である。
もっとも，このような合意をする場合，当該
評価用データが，AIを現場に投入した場合の
実際の未知データの性質を十分に反映している
必要がある。そのため，その点についてユーザ
とベンダどちらが保証をするのかが困難な問題
として残る。
後者について，まず，「準委任契約」とは，
仕事の完成ではなく，一定の事務処理行為を行
うことを約する契約のことを言い，請負人が仕
事を完成することを約する「請負契約」と対比
されることが多い。
AI開発の場合は，そもそもその技術の特性
上「仕様確定」「精度保証」「完成」が観念しが
たいという特色があるため，仕事完成を約する
「請負契約」ではなく「準委任契約」が親和的
であると思われる。
さらに，準委任契約には，委任事務の履行に

より得られる成果に対して報酬を支払うことを
約する「成果完成型」と，委任事務の処理の割
合に応じて報酬を支払う「履行割合型」がある
と言われている。
「履行割合型」の典型例は，システム開発契
約におけるいわゆる「人月単価方式」である。
一定の技術レベルの人員が一定期間稼働するこ
とに対して一定の対価を支払う方式であり，成

果物の精度や質が委託料の金額や支払い方法に
連動しない。
一方，「成果完成型」とはたとえば，弁護士
が訴訟事件について依頼者と委任契約を締結す
る際に，一定の成果に応じて報酬を受領する旨
を約する（いわゆる成功報酬制）方式などが該
当する。
この「成果完成型」の準委任契約であれば，

進捗に応じた成果（たとえば既知データに対す
る一定レベルの性能など）に対して固定金額を
支払う，あるいは成果に満たない場合には一定
額の返金をするなどの合意をすることになり４）

成果未達成の場合のユーザ・ベンダ双方のリス
クを下げることができると考えられる。

2．3　小　　括

以上，AIソフトウェア開発において交渉が
難航することが多い「AIソフトウェアの性能
保証，検収，瑕疵担保」が「通常のシステム開
発とAIソフトウェア開発の違い」に起因する
こと，及びそれを乗り越えるための実務的な工
夫について述べた。
なお，AIソフトウェア開発案件において，

当初ユーザサイドのビジネス部門や技術部門と
ベンダとが盛り上がり，その話がユーザサイド
の法務・知財部門に上がった瞬間にストップが
かかるケースが多く見られる。
そのようなときには，本記事で解説したよう

なポイントに双方が留意し，合理的な契約交渉
が進むことを期待したい。

3 ．	権利・知財について

AIソフトウェアの開発に際して，成果物等
に関する権利・知財について契約上どのように
定めるかはユーザ・ベンダにとって非常に大き
な関心事である。
典型的な相談は「AIベンダとして，事業会
社との共同プロジェクトを立ち上げる際の，知
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財・法務に対する最初のニギリ方（契約書への
文言の入れ方）が事業会社側，AIベンダ側と
も曖昧なケースが多く，実際に売り上げが発生
した際にモメそうな不安がある。」というよう
なものである。

3．1　なぜ交渉が難航するのか

AIソフトウェアの開発においては，通常のシ
ステム開発以上に成果物の権利・知財に関する
当事者双方の主張の対立が先鋭化することが多
いが，その理由は以下の２点にあると思われる。
・ 通常のシステム開発と異なり，AIソフトウ
ェア開発においては複数の材料，中間成果物，
成果物が存在する
・ 開発に要する材料，中間成果物，成果物が高
い価値を持ち，ユーザ・ベンダ共にそれらを
独占／再利用したいという需要が存在する
まず，通常のシステム開発の開発工程をごく
ごく単純化すると図２に表すように，「『ベンダ
の労力やノウハウ』という材料を投入して『プ
ログラムや文書類』という成果物を開発する」
ということになる。

一方，AIソフトウェア開発の開発工程は，
図３に表すように「『生データ，学習用プログ
ラム，労力，ノウハウ』という材料を投入する
ことで『学習済みモデル』や「学習済みパラメ
ータ』という成果物を開発し，開発の過程で『学
習用データセット』や『発明，ノウハウ』とい
った中間的な成果物が生じる」という点が大き
な特徴である５）。

さらに，これらの材料，中間成果物，成果物
が高い価値を持ち，ユーザ・ベンダ共にそれら
を独占／再利用したいという意向を強く持つ。
たとえばユーザが提供した生データを用いて

ベンダが学習済みモデルを生成するという典型
的なケースを前提とすると，ユーザとベンダの
成果物に関する意向は以下のように対立するこ
とになる。
・ユーザ
学習用データセット，学習済みモデルは自社

のノウハウや機密が詰まった生データを用いて
生成されたものであり，開発に際して委託料も
支払っていることから，自社で独占したい。
・ベンダ
生データを用いて学習用データセットを生成

する過程，学習済みモデルの生成過程いずれに
おいても自社の高度のノウハウ及び多大な労力
を用いていること，学習用データセットや学習
済みモデルは再利用が可能であることから，委
託を受けた本開発案件以外にも横展開したい。
そこで，この相反する２つの意向を調整する

枠組みが必要となる。

3．2　調整の枠組み

筆者は以下のような枠組みで調整すればよい
のではないかと考えている。
１　材料・中間成果物・成果物について，何が
知的財産権の対象となるのか・ならないのかを
知っておく

図２　通常のシステム開発の開発工程

図３　AIソフトウェア開発の開発工程
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２　１についてデフォルトルール（＝法律上の
ルール）として誰がどのような権利を持ってい
るかを知っておく
３　契約条項をどのようにして自社に有利にデ
ザインするかを知っておく（「権利帰属」にこ
だわらず「利用条件」で「実」をとる）
AI開発における材料，中間成果物，成果物
の権利や知財に関して整理する際には，「知的
財産制度という法制度上のルール」と「当事者
間の契約による調整」という２つの視点が重要
である。
ここで，AI開発におけるこの２つの視点の
関係を整理すると以下の表３のようになる。

まず「１　材料・中間成果物・成果物につい
て，何が知的財産権の対象となるのか・ならな
いのかを知っておく」という点である。
これは，各成果物等が知的財産権の対象とな
るかならないかで，その帰属や利用条件につい
てデフォルトルール（＝法律上のルール）があ
るかないかが異なるためである。
次に「２　１についてデフォルトルール（＝
法律上のルール）として誰がどのような権利を
持っているかを知っておく」である。
つまり，まず「１」で何が知的財産権の対象
になるかを知ったうえで，「２」で対象となる

ものについての法制度（特許法，著作権法など）
上のルールを知っておくということである。
最も重要なのは，その次の「３　契約条項を

どのようにして自社に有利にデザインするかを
知っておく（「権利帰属」にこだわらず「利用
条件」で「実」をとる）」である。
１，２はいわば「知っておくべき知識」であ
るが，３についてはまさに自社のビジネス上，
成果物の権利帰属の要否やどのような利用条件
が必要なのかを十分検討し，その検討結果を反
映させた契約条項にする必要があるからである。
詳細は後述するが，ここでのデザインの仕方

が，AI開発契約における「権利と知財」に関
する考え方の肝であり，AIガイドラインにお
ける非常に大きなポイントの１つである。

3．3　権利の所在を知っておく

「１　材料・中間成果物・成果物について，
何が知的財産権の対象となるのか・ならないの
かを知っておく」「２　１についてデフォルト
ルール（＝法律上のルール）として誰がどのよ
うな権利を持っているかを知っておく」の，２
点はまとめて説明したほうがわかりやすいので
まとめる。
ここで検討する必要がある対象物（材料・中
間成果物・成果物）は，以下の６つである。
１　生データ
２　学習用データセット
３　学習用プログラム
４　学習済みモデル
５　学習済みパラメータ
６　ノウハウ
これら６つの対象物を現行の知財法で保護し
ようとすると，実際には特許法，著作権法，不正
競争防止法（営業秘密等）の３つが考えられる。

（1）生データ
１） 知的財産権の対象となるのか・ならないのか

表３　�「知的財産制度という法制度上のルール」と
「当事者間の契約による調整」
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生データの種類によるが，例えば機械の操業
データ，センサデータや事実を示すデータなど
について知的財産権は発生しないので，「営業
秘密」（不競法２条６項）「限定提供データ」（改
正不競法２条７項）（以下「営業秘密等」という）
に該当する限りにおいて，不正取得等から保護
されることになる。
営業秘密等にも該当しない生データについて
は，法律上のデフォルトルールがないというこ
とになる。
２） デフォルトルール（＝法律上のルール）と
して誰がどのような権利を持っているか
営業秘密等に該当しない生データについて
は，知的財産権の対象ではないため誰も権利を
持っていない。したがって，そのような場合に
おいて生データを誰がどのように利用出来るか
については，ユーザ・ベンダ双方の契約によっ
て定めるしかないことになる。

（2）学習用データセット
「学習用データセット」とは，生データに変
換・加工処理を施し，学習作業を容易にするた
めに生成された二次的な加工データのことを言
う。
１） 知的財産権の対象となるのか・ならないのか
学習用データセットは，情報の単なる提示に
過ぎないため，「発明」に該当せず特許を受け
る権利の対象とはならないことがほとんどだと
思われる。
一方，個々のデータに著作物性がない場合で
も，学習用データセットが「データベースの著
作物」（著作権法12条の２）に該当すれば著作
権が発生する。
「データベースの著作物」とは「その情報の
選択又は体系的な構成によって創作性を有する
もの」を言うが，効率的な機械学習・深層学習
のために，生データを取捨選択したり，体系的
な構成で整理したりした学習用データセットは

「データベースの著作物」に該当する場合もあ
ると思われる。
また，営業秘密等に該当すれば不正競争防止
法で保護される。
２） デフォルトルール（＝法律上のルール）と
して誰がどのような権利を持っているか
学習用データセットが「データベースの著作
物」に該当する場合，創作的な「情報の選択」
又は「体系的な構成」を行った者が著作権者と
なる。
したがって，ベンダのノウハウのみを利用し
て加工行為を行ったのであればベンダが著作権
者となるし，ユーザとベンダが共同して創作的
な行為を行ったのであればユーザ・ベンダの共
同著作物となって双方が著作権を共有するとい
うこともありえる。

（3）学習用プログラム
「学習用プログラム」とは，学習用データセ
ットを利用して学習を行い，学習済みモデルを
生成するためのプログラムを言う。
学習用プログラムは，ベンダが既に保有して
いるものを利用する場合や，具体的開発案件に
即して一から開発する場合など様々なケースが
あるが，実際には，OSS（オープン・ソース・
ソフトウェア）が利用されることも多々ある。
１） 知的財産権の対象となるのか・ならないのか
学習用プログラムは「プログラム」なので，
通常のプログラムが知的財産権の対象となるか
どうかと同義である。つまり，アルゴリズムは，
特許法上の要件を充足すれば「物（プログラム）
の発明」等として特許を受ける権利が発生する
し，ソースコードは著作権法による「プログラ
ムの著作物」として著作権法上の保護を受ける
（なお，オブジェクトコードに変換されても同
様。著作権法10条１項９号）
また，営業秘密等に該当すれば不正競争防止

法で保護される。
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２） デフォルトルール（＝法律上のルール）と
して誰がどのような権利を持っているか
法律上，特許を受ける権利を取得するのは発
明者（作成者）であり，著作権を取得するのは
創作者（作成者）であるから，当該プログラム
を発明・創作した者が特許を受ける権利・著作
権を取得することになる。したがって，学習用
プログラムをベンダが一から開発したのであれ
ば法律のデフォルトルールとしてはベンダが，特
許を受ける権利も著作権も取得することになる。

（4）学習済みモデル
学習済みモデルは，学習用データセット同様，
再利用可能であり，契約当事者の関心が非常に
高い成果物である。
ただし，学習済みモデルに関しては，契約上・
交渉上『学習済みモデル』という言葉が何を意
味しているのかについて，慎重に見極める必要
がある。というのは，学習済みモデルは，「関数」
「数理モデル」「アルゴリズム」「ネットワーク
構造」「推論プログラム」「パラメータ」「それ
ら各概念の組み合わせ」等多義的な意味を持っ
ており，当事者が異なる意味で使うと大きなト
ラブルの原因となるからである。本稿では，
AIガイドラインと同様，学習済みモデルとは
「『学習済みパラメータ』が組み込まれた『推論
プログラム』」を指すものとしている。
１） 知的財産権の対象となるのか・ならないのか
学習済みモデルのうち「推論プログラム」部

分については，学習用プログラムと同様に考え
れば問題ない。つまり，アルゴリズムは，特許
法上の要件を充足すれば「物（プログラム）の
発明」等として特許を受ける権利が発生するし，
ソースコードは著作権法による「プログラムの
著作物」として著作権法上の保護を受ける。た
とえば，特定の開発課題の関係で非常に高い精
度を持つ独自性の高いネットワーク構造を発見
した場合，そのネットワーク構造に関するアル

ゴリズムについては「物（プログラム）の発明」
として特許出願が可能となる可能性がある。
また，営業秘密等に該当すれば不正競争防止
法で保護される。
学習済みモデルのうち「学習済みパラメータ」
部分については後述するが，結論的には知的財
産権の対象にはならないものと考える。
２） デフォルトルール（＝法律上のルール）と
して誰がどのような権利を持っているか
これも，「推論プログラム」部分については，
学習用プログラムと同様，ベンダが一から開発
したのであれば法律のデフォルトルールとして
はベンダが特許を受ける権利も著作権も取得す
ることになる。

（5）学習済みパラメータ
「学習済みパラメータ」とは，学習用データ
セットと学習用プログラムを用いた学習の結
果，得られたパラメータ（係数）をいう。すな
わち「学習用プログラムで自動的に生成される」
かつ「大量の数値の列」であり，ディープラー
ニングの場合で言うと，学習済みパラメータの
中で主要なものとしては，各ノード間のリンク
の重み付け等がこれに該当する。
１） 知的財産権の対象となるのか・ならないのか
先ほど説明したように，学習済みパラメータ
は，「学習用プログラムで自動的に生成される」
かつ「大量の数値の列」であって創作性がない
ことから「発明」にも「著作物」にも該当しな
いものと思われる。
もっとも営業秘密等に該当すれば不正競争防

止法で保護される。
２） デフォルトルール（＝法律上のルール）と
して誰がどのような権利を持っているか
営業秘密等にも該当しない学習済みパラメー

タについては，知的財産権の対象ではないため
誰も権利を持っていない。したがって，学習済
みパラメータを誰がどのように利用出来るかに
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ついては，ユーザ・ベンダ双方の契約によって
定めるしかないことになる。

（6）ノウハウ
AIソフトウェアの開発に際しては様々なノウ

ハウが生じる。たとえば，「実環境から生デー
タを取得・選択する方法」「学習用データセッ
トへの加工方法」「学習用プログラムを用いた
効率的な学習方法」「学習済みモデルの本番環
境における調整」などに関するノウハウである。
１） 知的財産権の対象となるのか・ならないのか
ノウハウについては，無形の情報なので，著
作権の対象にはならないが，「発明」の要件を
満たすノウハウであれば特許を受ける権利の対
象になりえる。また営業秘密等に該当すれば不
正競争防止法で保護される。
２） デフォルトルール（＝法律上のルール）と
して誰がどのような権利を持っているか
営業秘密等や発明に該当しないノウハウにつ
いては，知的財産権の対象ではないため誰も権
利を持っていない。したがって，ノウハウを誰
がどのように利用出来るかについては，ユー
ザ・ベンダ双方の契約によって定めるしかない
ことになる。

（7）まとめ
以上をまとめると以下の表４のように整理で
きる。

3．4　�契約条項をどのようにして自社に有
利にデザインするかを知っておく

これで，AI開発における６つの中間成果物・
成果物についての法律上のデフォルトルールが
分かった。
次に重要なのは，そのデフォルトルールを前

提として，契約条項をどのようにデザインする
かである。

（1）典型的な暗礁乗り上げパターン
AI開発契約における，権利・知財に関する
典型的な暗礁乗り上げパターンは以下のような
ものである。
ユーザとしては，学習用データセットや学習
済みモデルは，ユーザのノウハウや機密が詰ま
った生データを用いて生成されたもので，開発
に際して委託料も支払っていることから，自ら
の権利を主張する。それに対してベンダも，生
データだけでは学習済みモデルは生成できず，
高性能なモデルができるのは，データの前処理
やモデルの訓練過程いずれにおいてもベンダの
高度なノウハウと多大な労力が不可欠であると
して，ユーザ及びベンダの双方が自らの権利を

表４　保護対象のまとめ

（営業秘密等の要件を
満たす場合。以下同様）
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主張するパターンである。

（2）整理の枠組み
このような対立は，ユーザ・ベンダいずれも
が「成果物等は自社のものである」，言い換え
ると「成果物の権利を自己に帰属させる」こと
に双方が固執することに主として起因している。
そして，このように「どちらが権利を持って
いるか」（権利の帰属）に双方がこだわってい
る限り永久に双方の溝は埋まらず，交渉に多大
な労力と時間がかかり結局双方が競争力を失う
ことになる。
そこで，提案しているのが「権利帰属」と「利
用条件」を分離して柔軟な条件設定をすること
である。
たとえば学習済みモデルにつき，「１　ベン
ダに権利を帰属させた上で（「権利帰属」），「２　
開発後，ベンダは一定期間の目的外利用や競業
的利用は禁止される一方でユーザは当該学習済
みモデルを自由に利用できる（「利用条件」）」
等の対応をすることによって，当事者双方の利
益に合致する契約を締結できる場合もあるだろ
う。
言い換えれば「双方が対象物の『権利帰属』
ではなく『利用条件』で『実』をとることを目
指す」という発想である。
極端な言い方をすれば，自社が学習済みモデ
ルに関する権利を保有しておらず，相手に権利
が全て帰属していても，交渉の結果「モデルの
第三者提供を含め，何の制限もなくモデルを自
由に利用できる」という利用条件を設定できれ
ば，実質的にはモデルの権利を保有しているこ
ととほとんど同じ，ということである。

（3）具体的な検討方法
このように「権利帰属」と「利用条件」を分
けて考えるという発想に立つと，理屈としては，
６つの中間成果物・成果物全てについて「権利

帰属」と「利用条件」を設定するということに
なる（なお，以下の図で生データについて「権
利帰属」を定めていないのは，生データについ
ては現行法上知的財産権が発生しないため，直
接「利用条件」を定めれば足りるためである（も
ちろん，著作物など知的財産権が発生する生デ
ータについては「権利帰属」が問題となる））。

もっとも，実際にはもっとシンプルなパター
ンも多いはずで，AIガイドラインに附属して
いる「開発段階のソフトウェア開発契約書（モ
デル開発契約書）」では，シンプルな契約条項
も提案している。
１）権利帰属について
権利帰属については，誰に権利帰属するかを

合意するとすれば以下の３パターンしかない。
・ベンダ全部帰属
・ユーザ全部帰属
・ユーザ・ベンダ共有
である。
AIガイドラインのモデル開発契約書におい

ては，成果物等のうち著作権の対象となるもの
は第16条に，著作権以外の知的財産権の対象と
なるものは第17条に定めている。
２）利用条件について

図４　�中間成果物・成果物全てに権利帰属と利用
条件を定めた概念図
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利用条件については，ユーザ，ベンダそれぞ
れが，材料・中間成果物・成果物を，自社のビ
ジネスにおいてどのように利用したいかをよく
検討しなければならない。
たとえば，学習済みモデルの利用条件であれ
ば，ユーザ・ベンダそれぞれがどのように自己
のビジネスに利用するかは様々な方法が考えら
れるため，以下のような要素を考慮する必要が
ある。
・ 自己の業務遂行に必要な範囲で，開発対象と
なった学習済みモデルを利用するだけなのか
・ 学習済みモデルに新たなデータによる学習を
行い，派生モデル（AIガイドラインでは「再
利用モデル」としている）を生成するのか
・ 学習済みモデルや派生モデルを第三者へ開
示，利用許諾，提供等することがあるのか
・ 相手方に対する利益配分（ライセンスフィー，
プロフィットシェア）が必要かどうか
筆者としては実際の契約締結交渉においては

「権利帰属」より，ここの「利用条件」をいか
に自分のビジネスモデルに適合した形で設定で
きるか，ということの方が重要ではないかと感
じている。

3．5　小　　括

以上述べてきたように「生成された学習用デ
ータセット，学習済みモデル，学習済みパラメ
ータは誰がどのような権利を持っているのか
（権利・知財）」という点については，AI開発

契約の当事者が非常に強い関心を持つ領域であ
る。それが故に双方の意向が対立し交渉に非常
に長い時間を要することも多い。
その点を整理するための枠組みとして本稿で

は以下の３点を提案した。
（1）材料・中間成果物・成果物について，何が
知的財産権の対象となるのか・ならないのかを
知っておく
（2）（1）についてデフォルトルール（＝法律上
のルール）として誰がどのような権利を持って
いるかを知っておく
（3）契約条項をどのようにして自社に有利にデ
ザインするかを知っておく（「権利帰属」にこ
だわらず「利用条件」で「実」をとる）

4 ．	責任について

4．1　�ベンダがユーザに対して負担する３
種類の責任

AIの開発・利用に関してベンダがユーザに
対して負担する可能性がある責任は以下の３つ
に分類できる。
１　AI開発遂行に際してユーザに生じた損害
についての責任
２　AIソフトウェアの利用によりユーザに生
じた損害についての責任
３　AIソフトウェアをユーザが利用したこと
によりユーザが第三者の知的財産権を侵害した
場合の責任

図５　AIの開発・利用の各フェーズにおける責任との関係図

学習済み
モデル

学習済み
モデル

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



知　財　管　理　Vol. 69　No. 5　2019 651

4．2　�AI開発遂行に際してユーザに生じた
損害についての責任

AI開発遂行に際してユーザに生じた損害の
具体例として，「ベンダが，通常の技術レベル
を持つAIベンダであれば発生しないレベルの
ミスを犯したことにより，学習に通常では考え
られない期間を要したため納期に間に合わなか
った。」場合の責任を考える。
当然のことだが，AI開発契約の法的性質を
準委任契約としたからといって，受任者である
ベンダが一切責任を負わないということではな
い。準委任契約においても，ベンダは「善管注
意義務」（民法644条。委任の本旨に従い，善良
な管理者の注意をもって，委任事務を処理する
義務）を負っている。したがって，この「開発
遂行に際して生じた責任」についてはAI開発
と通常のシステム開発を区別する合理性がない。
そこで，AIガイドラインに添付されている
モデル開発契約第22条１項では以下のように定
めている。

【第22条１項】
「ユーザおよびベンダは，本契約の履行に関
し，相手方の責めに帰すべき事由により損害を
被った場合，相手方に対して，損害賠償（ただ
し直接かつ現実に生じた通常の損害に限る。）
を請求することができる。ただし，この請求は，
業務の終了確認日から●か月が経過した後は行
うことができない。」
このうち「ただし直接かつ現実に生じた通常
の損害に限る」という部分については，民法に
定められている損害賠償の範囲（民法416条）
を制限するものでありベンダにとって有利な規
定となる。そのため，委託料の金額や発生する
可能性のある損害の性質・金額によっては，そ
のような制限を外し，民法の原則に戻すことが
合理的となることもある。

4．3　�AIソフトウェアの利用によりユーザ
に生じた損害についての責任

成果物であるAIソフトウェアの利用により
ユーザに生じた損害の具体例として，「工場に
おける半製品の異常検知AIをベンダが開発し
てユーザに納品，ユーザが自社の工場において
当該AIを利用したところ，AIソフトウェアが
異常を見落としてユーザが不良品を顧客に出荷
してしまい大きな損害を被った。」場合の責任
を考える。
先ほどの「AI開発遂行に際してユーザに生
じた損害についての責任」と異なり，「AIソフ
トウェアの利用によりユーザに生じた損害につ
いての責任」については，ベンダにその責任を問
うことがかなり難しいのではないかと思われる。
これは「因果関係等につき事後的な検証等が

技術上困難である」「学習済みモデルの性能等
が学習用データセットに依存する」「AIソフト
ウェアの出力が利用段階の入力データの品質に
依存する」という点に由来するものである。
したがって，AI開発契約においては，この「AI

ソフトウェアの利用によりユーザに生じた損害
についての責任」については，ベンダは責任を負
わないとするのが合理的ではないかと思われる。
そこで，モデル開発契約第20条では，学習済

みモデルなど成果物等の使用等による責任をベ
ンダは原則として負わないと定めている。

【第20条】
「ユーザによる本件成果物等の使用，複製お
よび改変，並びに当該，複製および改変等によ
り生じた生成物の使用（以下「本件成果物等の
使用等」という。）は，ユーザの負担と責任に
より行われるものとする。ベンダはユーザに対
して，本契約で別段の定めがある場合またはベ
ンダの責に帰すべき事由がある場合を除いて，
ユーザによる本件成果物等の使用等によりユー
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ザに生じた損害を賠償する責任を負わない。」
もちろん，当事者のニーズや力関係によって

は，学習済みモデルの利用によって生じた損害
についてもベンダに責任を負って欲しいという
ことはあり得ると思われる。
そのような場合においては，一定の期間や上

限金額を設けた上でベンダが損害賠償責任を負
担するという条項にすることも考えられる。ま
た「学習済みモデルの利用によって生じた損害」
のうち，第三者の知的財産権を侵害したことに
よって生じた損害についてはベンダが責任を負
うことが合理的な場合もあるので，別途の考慮
が必要となる（詳細は後述）。

4．4　�AIソフトウェアの利用によりユーザが
第三者の知的財産権を侵害した場合
の責任

成果物であるAIソフトウェアをユーザが利
用したことによりユーザが第三者の知的財産権
を侵害した場合の具体例として，「ある学習済
みモデルの生成方法（学習方法）についてＡ社
により特許登録がなされていた。ベンダが当該
特許発明をＡ社に無許諾で実施して学習済みモ
デルを生成してユーザに提供し，ユーザが不特
定多数の第三者に当該モデルを提供し始めたと
ころ，Ａ社からユーザに特許権侵害であるとの
警告書が届いた。」場合の責任について考える。
この「AIソフトウェアの利用によりユーザ

が第三者の知的財産権を侵害した場合の責任」
は「AIソフトウェアの利用によりユーザに生
じた損害」の一種だが，知的財産権侵害につい
てはユーザの関心が非常に高いため別に検討す
る必要がある。
ユーザとしては，ベンダに対して，知財の非

侵害保証（第三者の知的財産権を侵害しないこ
との保証）をしてほしいという要請を行うこと
もあるが，一般論としては，ベンダにおいて海
外特許を含め侵害の有無を完全に調査検証する

ことは費用面から非常に困難であることも少な
くない。
そこで，大まかな考え方としては，以下の３
つがありえる。
１　一切保証をしないパターン
２　著作権非侵害のみ保証するパターン
３　すべての知的財産権の非侵害を保証するパ
ターン

モデル開発契約においては，上記２（第21条
Ｂ案）と３（第21条Ａ案）を提案している。
AI開発に用いられている手法や，当該手法の
特許権侵害の可能性等を考慮し，上記１～３の
いずれかを選択することとなろう。

5 ．	おわりに

以上，AIソフトウェア開発契約締結に際し
て問題となることが多い３つの領域，具体的に
は「AI開発契約において「性能保証」「検収」「瑕
疵担保」についてはどのように定めればいいの
か（性能保証，検収，瑕疵担保）」「生成された
学習用データセット，学習済みモデル，学習済
みパラメータは誰がどのような権利を持ってい
るのか（権利・知財）」「AI開発・利用に際し
て生じる可能性のある損害についてAI開発契
約ではどのように定めたらよいか（責任）」に
ついて，その内容と契約上の対応方法について
AIガイドラインをベースに解説を行った。
AIソフトウェアの開発においては，通常の

システム開発と原理的に異なる点が多々あるこ
とから，契約当事者双方がこれまでの契約交渉
セオリーをそのまま振りかざしたのでは合理的
な交渉とならないことが多い。
契約交渉に際しては，本稿で紹介したような

視点から，自社のビジネス推進のために，交渉
条件のどこを譲ってどこを堅持するかについて
の徹底した検討が非常に重要となる。

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



知　財　管　理　Vol. 69　No. 5　2019 653

注　記

 1） AI・データの利用に関する契約ガイドライン
  http://www.meti.go.jp/press/2018/06/20180615 

001/20180615001.html
  （URL参照日：2019年３月７日）
 2） なお，本記事はAIガイドラインを題材にした筆

者個人の見解であって，「ガイドラインの概要」
「ガイドラインのエッセンス」「ガイドラインの
公的な解釈」ではないことを，あらかじめお断
りする。

 3） 「PoC」とは「Proof Of Concept」（概念実証）の
ことである。一般的には，新しい概念やアイデア，
手法などを，実用化できるかどうかを検証する
ことをいうが，AI開発においては学習用データ
セットを生成し，ユーザが希望する精度の学習
済みモデルが生成できるかを検証することを意
味する。

 4） 成果完成型といってもあくまで準委任契約なの
で，一定の成果（例：精度）を出すことが契約
上の義務となるわけでない。したがって，成果
完成型の準委任契約を締結した場合において，
成果が達成できない場合でも，ベンダが報酬を
受領できないだけであって，請負契約と異なり
ユーザに対して債務不履行責任などの法的責任
を負うわけではない。

 5） この図３における「成果物」とは契約上，納品
や作成支援が合意されているものを指す。した
がって「成果物」と「中間成果物」の区別は相
対的なものであり，契約内容によっては学習用
データセットが成果物として合意されることも
ある。

（原稿受領日　2018年12月17日）
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